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1.  21年9月期の連結業績（平成20年10月1日～平成21年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年9月期 43,244 △4.8 3,120 △19.3 3,192 △13.8 1,792 △19.9

20年9月期 45,421 △9.3 3,863 △40.6 3,701 △42.6 2,238 △46.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年9月期 41.98 ― 3.0 4.2 7.2
20年9月期 53.16 50.76 3.8 4.6 8.5

（参考） 持分法投資損益 21年9月期  ―百万円 20年9月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年9月期 75,428 58,496 77.6 1,370.14
20年9月期 78,085 60,138 77.0 1,408.59

（参考） 自己資本   21年9月期  58,496百万円 20年9月期  60,138百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年9月期 5,782 △3,821 △1,287 9,746
20年9月期 6,730 △7,201 △3,619 9,243

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年9月期 ― 10.00 ― 20.00 30.00 1,275 56.4 2.1
21年9月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 853 47.6 1.4

22年9月期 
（予想）

― 10.00 ― 10.00 20.00 51.4

3.  22年9月期の連結業績予想（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

21,015 4.5 840 16.3 940 6.2 490 20.9 11.48

通期 44,260 2.3 2,450 △21.5 2,650 △17.0 1,660 △7.4 38.88







































項目 
前連結会計年度

（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社は売上債権及

び貸付金等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。ま

た、在外連結子会社は主として個別要

引当額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は従業員の賞

与の支給に備えて、翌連結会計年度支

給見込額のうち、当連結会計年度負担

額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 役員賞与引当金 

当社は、取締役及び監査役に対する賞

与の支給に備えるため、当連結会計年

度末における年間支給見込額に基づ

き、当連結会計年度において負担すべ

き額を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

同左 

  ④ 退職給付引当金 

当社及び在外連結子会社１社は従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により、翌連結会計

年度から費用処理しております。 

また、当社は執行役員（取締役である

執行役員を除く）に対する退職慰労金

の支給に備えて、内規に基づく連結会

計年度末要支給額を計上しておりま

す。 

④ 退職給付引当金 

同左 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

当社は取締役及び監査役の退職慰労金

の支給に備えて、内規に基づく連結会

計年度末要支給額を計上しておりま

す。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

────────────── 

(5）消費税等の会計処理方

法 

税抜方式によっております。 同左 



  

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価について

は、全面時価評価法を採用しております。

同左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

該当事項はありません。 同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっ

ております。 

同左 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

────────────── （リース取引に関する会計基準の適用） 

 当社においては、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、当連結会計年度

より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用

し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益に与える影響はありません。 



  

  

  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

──────────────  （連結貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度におい

て、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結

会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯

蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年度の

「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ5,974百万円、116百万

円、4,694百万円であります。 

──────────────  （連結損益計算書） 

「受取賃貸料」は、前連結会計年度まで営業外収益の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、営業外収益の総額

の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「受取賃貸料」の金額は

33百万円であります。 

「設備賃貸費用」は、前連結会計年度まで営業外費用の

「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外費用の

総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「設備賃貸費用」の金額

は45百万円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フ

ローに区分掲記しておりました「未払費用の増減額」は、

金額の重要性が乏しいため、当連結連結会計年度から営業

活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めており

ます。なお、当連結会計年度の営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含まれている「未払費用の増減

額」は△123百万円であります。 

────────────── 



  

  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成21年９月30日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

投資有価証券 (株式) 百万円23

投資その他の資産「その他」 

（出資金） 
 12

投資有価証券 (株式) 百万円23

投資その他の資産「その他」 

（出資金） 
 12

２．受取手形割引高  百万円126 ２．受取手形割引高  百万円128

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１．売上原価に含まれる棚卸資産に関する低価法による

評価減額は、 217百万円であります。 

────────────── 

  

※２．研究開発費の総額 ※２．研究開発費の総額 

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

  百万円3,513

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

  百万円3,366

※３．固定資産売却益の内訳 ※３．固定資産売却益の内訳 

機械装置及び運搬具 百万円0

工具器具備品  0

計 百万円0

建物及び構築物 百万円0

機械装置及び運搬具  0

計 百万円1

※４．固定資産売却損の内訳 ※４．固定資産売却損の内訳 

建物及び構築物 百万円0

工具器具備品  0

計 百万円0

機械装置及び運搬具 百万円4

工具器具備品  1

計 百万円6

※５．固定資産廃棄損の内訳 ※５．固定資産廃棄損の内訳 

建物及び構築物 百万円100

機械装置及び運搬具  45

工具器具備品  11

計 百万円158

建物及び構築物 百万円40

機械装置及び運搬具  55

工具器具備品  7

計 百万円103

────────────── ※６．固定資産臨時償却費の内訳 

    建物及び構築物           百万円 110



前連結会計年度（自 平成19年10月１日至 平成20年９月30日）   

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注） 発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使による新株の発行によるものであります。 

  

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であり、自己株式の数の減少は、単元未満株式の買

増し請求による売渡しによるものであります。 

  

３. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注） 新株予約権の減少は、新株予約権の行使及び消滅によるものであります。 

  

４.配当に関する事項 

① 配当金支払額 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式  （注） 41,940千株 767千株 －千株 42,708千株 

株式の種類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式  (注）  11千株 2千株 0千株 13千株 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 平成15年新株予約権 （注）  普通株式  2,287  －  2,287  －  －

合計 －  －  －  －  －  －

イ．平成19年11月21日開催の取締役会決議による普通株式の配当に関する事項 

・配当金の総額 838百万円 

・１株当たり配当額 20円 

・基準日 平成19年９月30日 

・効力発生日 平成19年12月21日 

ロ．平成20年５月12日開催の取締役会決議による普通株式の配当に関する事項 

・配当金の総額 421百万円 

・１株当たり配当額 10円 

・基準日 平成20年３月31日 

・効力発生日 平成20年６月９日 

イ．平成20年11月14日開催の取締役会決議による普通株式の配当に関する事項 

・配当金の総額 853百万円 

・配当の原資 利益剰余金 

・１株当たり配当額 20円 

・基準日 平成20年９月30日 

・効力発生日 平成20年12月19日 



当連結会計年度（自 平成20年10月１日至 平成21年９月30日）   

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であり、自己株式の数の減少は、単元未満株式の買

増し請求による売渡しによるものであります。 

  

３. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４.配当に関する事項 

① 配当金支払額 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式  （注） 42,708千株 －千株 －千株 42,708千株 

株式の種類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式  (注）  13千株 1千株 0千株 14千株 

イ．平成20年11月14日開催の取締役会決議による普通株式の配当に関する事項 

・配当金の総額 853百万円 

・１株当たり配当額 20円 

・基準日 平成20年９月30日 

・効力発生日 平成20年12月19日 

ロ．平成21年５月13日開催の取締役会決議による普通株式の配当に関する事項 

・配当金の総額 426百万円 

・１株当たり配当額 10円 

・基準日 平成21年３月31日 

・効力発生日 平成21年６月８日 

イ．平成21年11月13日開催の取締役会決議による普通株式の配当に関する事項 

・配当金の総額 426百万円 

・配当の原資 利益剰余金 

・１株当たり配当額 10円 

・基準日 平成21年９月30日 

・効力発生日 平成21年12月18日 



  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年9月30日現在） （平成21年9月30日現在）

現金及び預金勘定 百万円9,253

預入期間が3ヶ月を超える定期預金  △10

現金及び現金同等物 百万円9,243

現金及び預金勘定 百万円10,256

預入期間が3ヶ月を超える定期預金  △510

現金及び現金同等物 百万円9,746

  ２．重要な非資金取引の内容 

新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債）に

付された新株予約権の行使 

新株予約権の行使による 

資本金増加額 
百万円595

新株予約権の行使による 

資本剰余金増加額 
 595

新株予約権の行使による 

新株予約権付社債減少額 
百万円1,190

────────────── 



（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

２．未経過リース料期末残高相当額 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。 

  
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具器具備品  769  442  326

合計  769  442  326

１年内 百万円132

１年超  193

合計 百万円326

支払リース料 百万円159

減価償却費相当額 百万円159

１年内 百万円20

１年超  53

合計 百万円74

１.ファイナンス・リース取引（借主側） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 ① リース資産の内容 

 主として研究分析機器（工具器具備品）でありま

す。  

 ② リース資産の減価償却の方法 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項  (2) 重要な減

価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであり

ます。   

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年９月30日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっており、その内容は次のとおりであります。 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具器具備品  607  409  197

合計  607  409  197

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 百万円99

１年超  98

合計 百万円197

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。     

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 百万円135

減価償却費相当額 百万円135

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 百万円16

１年超  32

合計 百万円49



１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

 売却理由 当連結会計年度中に発行体の期限前償還権（コールオプション）の行使により償還されました。 

  

３ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券  

（有価証券関係）

  種類 

前連結会計年度（平成20年９月30日） 当連結会計年度（平成21年９月30日）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

取得原価
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

株式  2,430  8,370  5,939  1,570  5,908  4,338

債券             

国債・地方債等  ―  ―  ―  ―  ―  ―

社債  ―  ―  ―  ―  －  ―

その他  ―  ―  ―  ―  －  ―

その他  ―  ―  ―  ―  －  ―

小計  2,430  8,370  5,939  1,570  5,908  4,338

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

株式  606  574  △32  1,483  1,333  △149

債券             

国債・地方債等  ―  ―  ―  ―  ―  ―

社債  ―  ―  ―  ―  ―  ―

その他  ―  ―  ―  ―  ―  ―

その他  ―  ―  ―  ―  ―  ―

小計  606  574  △32  1,483  1,333  △149

合計  3,036  8,944  5,907  3,053  7,242  4,189

前連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

 ―  ―  ―  500  ―  ―

前連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

 54  39  ―  ―  ―  ―



４ 時価のない主な有価証券の内容 

（注）取得原価に比べ、時価のある有価証券は期末における時価が30％以上下落した場合に、時価がない有価証

券は発行会社の直近決算における実質価額が50％以上下回った場合に、それぞれ減損処理を行っておりま

す。 

   当連結会計期間において、時価のある有価証券で29百万円、時価がない有価証券で119百万円の減損処理

をしております。  

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

前連結会計年度（平成20年９月30日） 

当連結会計年度（平成21年９月30日） 

（注）前連結会計年度「５年超10年以内」の欄にある500百万円の債券については、期限前償還権（コールオプ

ション）付ユーロ円建劣後債であり、当連結会計年度中にコールオプションの行使により償還されまし

た。  

前連結会計年度（自平成19年10月１日 至平成20年９月30日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成20年10月１日 至平成21年９月30日） 

該当事項はありません。 

種類 
前連結会計年度（平成20年９月30日） 当連結会計年度（平成21年９月30日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1)満期保有目的の債券     

  非上場外国債券  500  ―

(2)非連結子会社及び関連会社

株式 
 23  23

(3)その他有価証券     

非上場株式  234  114

  
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円) 

1.債券         

(1)その他  ―  ―  500  ―

合計  ―  ―  500  ―

  
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円) 

1.債券         

(1)その他  ―  ―  ―  ―

合計  ―  ―  ―  ―

（デリバティブ取引関係）



１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けているほか、東京薬業厚

生年金基金制度に加入しております。また、執行役員（取締役である執行役員を除く）に対して退職年金制

度及び退職一時金制度を設けております。なお、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計

算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。 

 また、在外連結子会社のうち１社は確定給付型退職一時金制度を、１社は確定拠出型年金制度を、それぞ

れ採用しております。 

 なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであります。

(1）制度全体の積立状況に関する事項（平成21年３月31日現在） 

(2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自平成21年９月1日 至平成21年９月30日） 

1.3％ 

(3）補足説明 

 上記（1）の差引額の主な要因は、未償却過去勤務債務残高53,210百万円及び当年度不足金100,455百

万円ならびに前年度からの繰越不足金23,950百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方

法は元利均等方式、事業主負担掛金率は15.5‰、償却残余期間は平成21年３月31日現在で9年10月であり

ます。 

 なお、上記(2）の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

３ 退職給付費用の内訳 

（退職給付関係）

年金資産の額 325,177百万円

年金財政計算上の給付債務の額 502,794百万円

差引額 △177,616百万円

項         目 
前連結会計年度

（平成20年９月30日） 
当連結会計年度

（平成21年９月30日） 

(1)退職給付債務(百万円)  △7,865  △7,798

(2)年金資産(百万円)  1,479  1,413

(3)未積立退職給付債務 (1)＋(2) (百万円)  △6,385  △6,385

(4)未認識数理計算上の差異(百万円)  475  458

(5)退職給付引当金 (3)＋(4) (百万円)  △5,910  △5,927

  前連結会計年度
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日）

当連結会計年度
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日）

退職給付費用（百万円）  838  850

(1)勤務費用（百万円）  691  660

(2)利息費用（百万円）  144  147

(3)期待運用収益（減算）（百万円）  △50  △44

(4)数理計算上の差異の費用処理額（百万円）  53  86



４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

前連結会計年度（自平成19年10月１日 至平成20年９月30日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成20年10月１日 至平成21年９月30日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成19年10月１日 至平成20年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成20年10月１日 至平成21年９月30日） 

(企業結合における共通支配下の取引等関係) 

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む

取引の概要 

（1）結合当事企業の名称 

  ①長谷川香料株式会社     （吸収合併存続会社） 

  ②長谷川ファインフーズ株式会社（吸収合併消滅会社） 

（2）結合当事企業の事業の内容 

  ①長谷川香料株式会社        各種香料の製造ならびに販売 

   ②長谷川ファインフーズ株式会社   農畜産物の加工及び販売  

（3）企業結合の法的形式 

 長谷川香料株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、長谷川ファインフーズ株式会社は解散いたしました。

（4）結合後企業の名称  

  長谷川香料株式会社  

（5）取引の目的を含む取引の概要  

  ①吸収合併の目的 

   長谷川ファインフーズ株式会社は平成11年に設立され、フルーツ加工品の生産を行ってきましたが、会社

設立当時と現在の経営環境をふまえ、更なる生産性の向上を図るため、長谷川香料株式会社に吸収合併い

たしました。 

  ②吸収合併の効力発生日  

    平成20年10月１日 

  ③合併比率及び合併交付金 

長谷川香料株式会社は長谷川ファインフーズ株式会社の全株式を所有しているので、合併比率の取り決め

は無く、また合併による新株の発行及び資本金の増加はありません。 

２．実施した会計処理の概要 

本吸収合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成17年12月27日）における

共通支配下の取引に該当し、内部取引としてすべて消去しております。したがって、連結財務諸表に与える影

響はありません。 

  前連結会計年度
（平成20年９月30日） 

当連結会計年度
（平成21年９月30日） 

(1)割引率（％）  2.0  2.0

(2)期待運用収益率（％）  3.0  3.0

(3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(4)数理計算上の差異の処理年数（年） 発生年度の翌年から10年 同左 

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等）



  

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産   

退職給付引当金 百万円2,364

役員退職慰労引当金  631

賞与引当金  390

棚卸資産評価損  135

試験研究費棚卸資産負担額  80

その他  355

繰延税金資産小計  3,958

評価性引当額  △4

繰延税金資産合計  3,953

繰延税金負債との相殺  △2,681

繰延税金資産の純額  百万円1,272

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  百万円△2,392

圧縮記帳積立金  △232

前払費用認容額  △53

その他  △2

繰延税金負債合計  △2,681

繰延税金資産との相殺  2,681

繰延税金負債の純額  百万円－

繰延税金資産   

退職給付引当金 百万円2,369

役員退職慰労引当金  394

賞与引当金  384

為替差損    83

投資有価証券評価損  77

試験研究費棚卸資産負担額  73

その他  362

繰延税金資産小計  3,743

評価性引当額  △156

繰延税金資産合計  3,587

繰延税金負債との相殺  △2,006

繰延税金資産の純額 百万円1,581

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 百万円△1,695

圧縮記帳積立金  △231

前払費用認容額  △52

その他  △35

繰延税金負債合計  △2,015

繰延税金資産との相殺  2,006

繰延税金負債の純額 百万円△8

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

法定実効税率  ％40.5

（調整）   

受取配当金等の連結消去影響額  5.2

交際費等永久に損金不算入項目  2.5

試験研究費等税額控除  △9.6

連結子会社法定実効税率差異  △4.0

その他  1.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率  ％36.3

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 ％40.5

（調整）   

評価性引当額  4.8

交際費等永久に損金不算入項目  2.4

受取配当金等永久に益金不算入項目  △1.2

試験研究費等税額控除  △3.7

連結子会社法定実効税率差異  △6.1

その他  △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％36.4



 前連結会計年度（自平成19年10月１日 至平成20年９月30日）及び当連結会計年度（自平成20年10月１日 至

平成21年９月30日）において、当社グループは各種香料の製造・販売を主事業としており、当該セグメント以外

に開示基準に該当するセグメントがありません。このため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

  

 前連結会計年度（自平成19年10月１日 至平成20年９月30日） 

 （注）１.国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

       ２.本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

その他の地域・・・・・・・・アジア、北米 

       ３.当連結会計年度の資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、10,223百万円であり、

その主なものは、当社の余資運用資金及び長期投資資金であります。 

       ４.追加情報 

当連結会計年度より当社及び国内連結子会社は、法人税法改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

これにより日本の営業費用は143百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

なお、日本以外のセグメントに与える影響はありません。 

  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本

（百万円）
 その他の地域

（百万円）
計

（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高  40,334  5,086  45,421  －  45,421

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 866  317  1,183  (1,183)  －

計  41,200  5,404  46,605  (1,183)  45,421

 営業費用  37,965  4,841  42,807  (1,249)  41,557

 営業利益  3,235  562  3,798  65  3,863

Ⅱ 資産  66,204  9,817  76,022  2,062  78,085



 当連結会計年度（自平成20年10月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１.国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

       ２.本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア・・・・・・・・中国   

北米・・・・・・・・・米国 

       ３.当連結会計年度の資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 百万円であり、

その主なものは、当社の余資運用資金及び長期投資資金であります。 

       ４.会計方針の変更 

      当社においては、通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、総平均法による低価法によっ

ておりましたが、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平

成18年７月５日公表分）が適用されたことに伴い、総平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

           これにより日本の営業費用は339百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

なお、日本以外のセグメントに与える影響はありません。 

        ５.追加情報 

           当社においては、平成20年度の法人税法の改正による法定耐用年数の変更を契機として、資産の利用状

況等を見直した結果、一部の資産について耐用年数の変更を行っております。 

           これにより日本の営業費用は23百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

なお、日本以外のセグメントに与える影響はありません。 

  
日本 

（百万円）
アジア

（百万円）
北米

（百万円）
計

（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高              

(1）外部顧客に対する

売上高 
 38,169  3,740  1,334  43,244  －  43,244

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 517  0  68  585  (585)  －

計  38,687  3,740  1,402  43,830  (585)  43,244

 営業費用  36,452  2,889  1,483  40,825  (700)  40,124

 営業利益  2,234  851  △80  3,004  115  3,120

Ⅱ 資産  66,251  7,885  2,028  76,166  (737)  75,428

7,902



         ６.表示方法の変更 

           前連結会計年度において「その他の地域」に含めていたアジアは、当該セグメントの資産の金額が、 

全セグメントの資産の金額の10％以上となったため、当連結会計年度より区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度の所在地別セグメント情報を、当連結会計年度において用いた所在地区分の 

方法により区分すると次の通りになります。  

  

  前連結会計年度（自平成19年10月１日 至平成20年９月30日） 

  

 最近２連結会計年度における海外売上高は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成19年10月１日 至平成20年９月30日） 

（注）1.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

2.国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

3.各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア・・・・・・・中国、韓国及び東南アジア諸国 

当連結会計年度（自平成20年10月１日 至平成21年９月30日） 

（注）1.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

2.国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

3.各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア・・・・・・・中国、韓国及び東南アジア諸国 

  
日本 

（百万円）
アジア

（百万円）
北米

（百万円）
計

（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高              

(1）外部顧客に対する

売上高 
 40,334  3,446  1,639  45,421  －  45,421

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 866  10  306  1,183  (1,183)  －

計  41,200  3,457  1,946  46,605  (1,183)  45,421

 営業費用  37,965  2,964  1,877  42,807  (1,249)  41,557

 営業利益  3,235  493  69  3,798  65  3,863

Ⅱ 資産  66,204  7,283  2,534  76,022  2,062  78,085

ｃ．海外売上高

  アジア その他地域 計

 Ⅰ 海外売上高（百万円）  6,513  1,694  8,208

 Ⅱ 連結売上高（百万円）              45,421

 Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  14.3  3.7  18.1

  アジア その他地域 計

 Ⅰ 海外売上高（百万円）  6,635  1,395  8,030

 Ⅱ 連結売上高（百万円）              43,244

 Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  15.3  3.2  18.6



前連結会計年度（自平成19年10月１日 至平成20年９月30日） 

  役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針 

 不動産賃借については、２年毎に不動産鑑定士の鑑定を基に賃借料を決定しております。 

 株式売買については、上場株式を東京証券取引所立会外取引ToSTNeTにおいて当日終値でもって売買いた

しました。なお、この売買は日興シティグループ証券㈱を経由した取引であります。 

３．長谷川博一氏の賃借保証金は、研修センター賃借の保証金であります。 

当連結会計年度（自平成20年10月１日 至平成21年９月30日） 

 役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針 

 不動産賃借については、２年毎に不動産鑑定士の鑑定を基に賃借料を決定しております。 

３．長谷川博一氏の賃借保証金は、研修センター賃借の保証金であります。  

（関連当事者情報）

属性 
氏名又は
会社の名
称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 
（％） 

関係内容

取引の内容 取引金額 
(百万円) 科目

期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
（人）

事業上
の関係 

役員及び 
その近親
者 

長谷川 
博一 －  －

当社取締役
及び㈱長谷
川藤太郎商
店代表取締
役 

(被所有)
直接 

0.33
－ －

不動産賃借  40 － －

賃借保証金  － 敷金 2

長谷川 
俶子 －  －

当社代表取
締役社長の
実母 

(被所有)
直接 

0.13
－ － 不動産賃借  5 － －

役員及び 
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社 

香泉殖産
㈱ 

東京都 
中央区  100

土地建物の
売買・仲介
及び賃貸 
有価証券の
投資 

(被所有)
直接 

0.48

役員
1

株式の売買 株式売買  203 － －

属性 
氏名又は
会社の名
称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合 
（％） 

関係内容

取引の内容 取引金額 
(百万円) 科目

期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
（人）

事業上
の関係 

役員及び 
その近親
者 

長谷川 
博一 －  －

当社取締役
及び㈱長谷
川藤太郎商
店代表取締
役 

(被所有)
直接 

0.33
－ －

不動産賃借  46 － －

賃借保証金  － 敷金 2



 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり純資産額       円 銭1,408 59

１株当たり当期純利益         円 銭53 16

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益          円 銭50 76

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 円 銭1,370 14

１株当たり当期純利益 円 銭41 98

  
前連結会計年度

(自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日) 

当連結会計年度
(自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円）  2,238  1,792

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  2,238  1,792

期中平均株式数（株）  42,103,026  42,694,018

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（株）  1,995,632  －

（うち新株予約権）  (1,995,632) （ ） －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 



  

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

 当社は、平成20年10月１日をもって当社の連結子会社で

ある長谷川ファインフーズ株式会社を吸収合併いたしまし

た。 

 １．合併の目的 

 長谷川ファインフーズ株式会社は平成11年に設

立され、フルーツ加工品の生産を行ってきました

が、会社設立当時と現在の経営環境をふまえ、更

なる生産性の向上を図るため、当社に吸収合併し

ました。 

 ２．合併の要旨 

 (1)合併期日（効力発生日） 

  平成20年10月１日 

 (2)合併方式 

 当社を存続会社とする吸収合併方式で、長谷川

ファインフーズ株式会社は解散しました。 

 (3)合併比率 

 当社は長谷川ファインフーズ株式会社の全株式

を所有しているので、合併比率の取り決めは無

く、また合併による新株の発行及び資本金の増加

はありません。 

 (4)会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準

適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引と

して会計処理を適用いたします。 

 (5)財産の引継ぎ 

 合併期日において長谷川ファインフーズ株式会

社の資産、負債及び一切の権利義務を当社に引継

ぎました。 

 (6)長谷川ファインフーズ株式会社の概要 

 ①事業内容 

農畜産物の加工及び販売 

②最近事業年度末（平成20年９月30日現在）の

総資産、純資産の額 

総資産  158百万円 

純資産   69百万円 

③最近事業年度（平成20年９月期）の売上高 

売上高  681百万円 

────────────── 



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年９月30日) 

当事業年度 
(平成21年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,850 9,027

受取手形 1,145 1,119

売掛金 12,656 12,703

商品 371 －

製品 5,408 －

商品及び製品 － 5,168

仕掛品 116 143

原材料 3,688 －

貯蔵品 249 －

原材料及び貯蔵品 － 3,400

前払費用 214 237

繰延税金資産 655 528

その他 255 265

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 32,611 32,594

固定資産   

有形固定資産   

建物 19,560 19,628

減価償却累計額 △10,542 △11,190

建物（純額） 9,018 8,437

構築物 2,568 2,569

減価償却累計額 △1,634 △1,742

構築物（純額） 934 826

機械及び装置 29,930 30,255

減価償却累計額 △24,526 △25,685

機械及び装置（純額） 5,404 4,570

車両運搬具 417 423

減価償却累計額 △357 △377

車両運搬具（純額） 59 46

工具、器具及び備品 3,380 3,376

減価償却累計額 △2,764 △2,886

工具、器具及び備品（純額） 616 489

土地 6,035 6,035

リース資産 － 43

減価償却累計額 － △6

リース資産（純額） － 37

建設仮勘定 1,001 2,510

有形固定資産合計 23,070 22,953

無形固定資産   

借地権 126 119

ソフトウエア 1,363 1,004

その他 0 0

無形固定資産合計 1,489 1,124



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年９月30日) 

当事業年度 
(平成21年９月30日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 9,678 7,356

関係会社株式 2,701 2,651

関係会社出資金 3,659 3,659

関係会社長期貸付金 1,591 2,156

従業員に対する長期貸付金 1 －

破産更生債権等 0 0

長期前払費用 6 43

保険積立金 153 98

敷金 48 48

会員権 257 256

繰延税金資産 553 995

その他 732 225

貸倒引当金 △51 △54

投資その他の資産合計 19,333 17,435

固定資産合計 43,893 41,514

資産合計 76,504 74,109

負債の部   

流動負債   

支払手形 761 931

買掛金 5,349 5,023

リース債務 － 9

未払金 764 700

未払費用 1,804 1,478

未払法人税等 189 －

未払消費税等 － 223

預り金 80 77

賞与引当金 956 949

役員賞与引当金 6 3

設備関係支払手形 211 86

その他 1 5

流動負債合計 10,125 9,489

固定負債   

リース債務 － 29

退職給付引当金 5,839 5,849

役員退職慰労引当金 1,558 973

固定負債合計 7,397 6,852

負債合計 17,522 16,342



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年９月30日) 

当事業年度 
(平成21年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,364 5,364

資本剰余金   

資本準備金 6,554 6,554

その他資本剰余金 0 －

資本剰余金合計 6,554 6,554

利益剰余金   

利益準備金 394 394

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金 341 339

別途積立金 27,700 28,700

繰越利益剰余金 15,134 13,942

利益剰余金合計 43,569 43,377

自己株式 △23 △23

株主資本合計 55,466 55,272

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,515 2,494

評価・換算差額等合計 3,515 2,494

純資産合計 58,981 57,766

負債純資産合計 76,504 74,109



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高   

製品売上高 38,275 35,651

商品売上高 2,925 3,035

売上高合計 41,200 38,687

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 5,086 5,408

当期製品製造原価 26,542 24,288

他勘定受入高 － ※1  3

合計 31,629 29,700

他勘定振替高 ※2  374 ※2  118

製品期末たな卸高 ※4  5,408 4,794

原材料低価法評価損 42 －

製品売上原価 25,888 24,787

商品売上原価   

商品期首たな卸高 516 371

当期商品仕入高 2,457 2,633

合計 2,974 3,004

商品他勘定振替高 ※3  41 ※3  5

商品期末たな卸高 ※5  371 373

商品売上原価 2,561 2,625

売上原価合計 28,450 27,413

売上総利益 12,750 11,274

販売費及び一般管理費   

販売手数料 216 203

荷造運搬費 855 774

旅費及び交通費 341 289

交際費 170 135

役員報酬 259 281

給料及び手当 3,773 3,722

賞与引当金繰入額 589 583

役員賞与引当金繰入額 6 3

退職給付費用 463 470

役員退職慰労引当金繰入額 55 110

福利厚生費 583 553

賃借料 399 387

減価償却費 442 428

その他 1,341 1,092

販売費及び一般管理費合計 ※6  9,500 ※6  9,039

営業利益 3,250 2,234



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業外収益   

受取利息 78 ※7  86

受取配当金 ※7  594 170

その他 131 91

営業外収益合計 804 348

営業外費用   

支払利息 3 2

たな卸資産廃棄損 399 －

為替差損 － 218

設備賃貸費用 － 37

その他 112 12

営業外費用合計 516 271

経常利益 3,538 2,311

特別利益   

貸倒引当金戻入額 0 0

投資有価証券売却益 39 －

抱合せ株式消滅差益 － 19

特別利益合計 39 19

特別損失   

固定資産売却損 ※8  0 ※8  2

固定資産廃棄損 ※9  145 ※9  96

投資有価証券評価損 35 148

ゴルフ会員権評価損 8 1

貸倒引当金繰入額 24 3

固定資産臨時償却費 － ※10  110

特別損失合計 214 362

税引前当期純利益 3,363 1,968

法人税、住民税及び事業税 1,230 495

法人税等調整額 △123 385

法人税等合計 1,107 880

当期純利益 2,256 1,088



（脚注） 

  

製造原価明細書

    
前事業年度

（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ．材料費    15,058  56.6  13,500  55.5

Ⅱ．労務費    4,232  15.9  4,340  17.9

Ⅲ．経費 ※２  7,328  27.5  6,473  26.6

当期総製造費用    26,620  100.0  24,314  100.0

期首仕掛品棚卸高    39    116   

合計    26,659    24,431   

期末仕掛品棚卸高    116    143   

当期製品製造原価    26,542    24,288   

前事業年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

 １．原価計算の方法 

部門別総合原価計算を採用しております。 

 １．原価計算の方法 

同左 

※２．経費の内訳 ※２．経費の内訳 

外注加工費 百万円1,660

消耗品費  508

動力費  755

修繕費  821

減価償却費  2,335

環境保全費  306

その他  940

計 百万円7,328

外注加工費 百万円887

消耗品費  468

動力費  604

修繕費  792

減価償却費  2,521

環境保全費  258

その他  939

計 百万円6,473



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,769 5,364

当期変動額   

新株の発行 595 －

当期変動額合計 595 －

当期末残高 5,364 5,364

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 5,959 6,554

当期変動額   

新株の発行 595 －

当期変動額合計 595 －

当期末残高 6,554 6,554

その他資本剰余金   

前期末残高 0 0

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

利益剰余金から資本剰余金への振替 － 0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 0 －

資本剰余金合計   

前期末残高 5,959 6,554

当期変動額   

新株の発行 595 －

自己株式の処分 △0 △0

利益剰余金から資本剰余金への振替 － 0

当期変動額合計 594 △0

当期末残高 6,554 6,554

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 394 394

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 394 394

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金   

前期末残高 343 341

当期変動額   

圧縮記帳積立金の取崩 △1 △1

当期変動額合計 △1 △1

当期末残高 341 339



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

別途積立金   

前期末残高 26,700 27,700

当期変動額   

別途積立金の積立 1,000 1,000

当期変動額合計 1,000 1,000

当期末残高 27,700 28,700

繰越利益剰余金   

前期末残高 15,136 15,134

当期変動額   

剰余金の配当 △1,259 △1,280

当期純利益 2,256 1,088

圧縮記帳積立金の取崩 1 1

別途積立金の積立 △1,000 △1,000

利益剰余金から資本剰余金への振替 － △0

当期変動額合計 △2 △1,191

当期末残高 15,134 13,942

利益剰余金合計   

前期末残高 42,573 43,569

当期変動額   

剰余金の配当 △1,259 △1,280

当期純利益 2,256 1,088

圧縮記帳積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

利益剰余金から資本剰余金への振替 － △0

当期変動額合計 996 △192

当期末残高 43,569 43,377

自己株式   

前期末残高 △19 △23

当期変動額   

自己株式の取得 △4 △1

自己株式の処分 1 0

当期変動額合計 △3 △0

当期末残高 △23 △23



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年10月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

株主資本合計   

前期末残高 53,283 55,466

当期変動額   

新株の発行 1,190 －

剰余金の配当 △1,259 △1,280

当期純利益 2,256 1,088

自己株式の取得 △4 △1

自己株式の処分 1 0

利益剰余金から資本剰余金への振替 － －

当期変動額合計 2,182 △193

当期末残高 55,466 55,272

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 4,345 3,515

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △829 △1,021

当期変動額合計 △829 △1,021

当期末残高 3,515 2,494

評価・換算差額等合計   

前期末残高 4,345 3,515

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △829 △1,021

当期変動額合計 △829 △1,021

当期末残高 3,515 2,494

純資産合計   

前期末残高 57,628 58,981

当期変動額   

新株の発行 1,190 －

剰余金の配当 △1,259 △1,280

当期純利益 2,256 1,088

自己株式の取得 △4 △1

自己株式の処分 1 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △829 △1,021

当期変動額合計 1,352 △1,214

当期末残高 58,981 57,766



 該当事項はありません。 

   

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

項目 
前事業年度

（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及

び評価方法 

① 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

① 満期保有目的の債券 

同左 

  ② 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

② 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  ③ その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

③ その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．棚卸資産の評価基準及

び評価方法 

総平均法による低価法 総平均法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法） 

(会計方針の変更) 

  通常の販売目的で保有する棚卸資産に

ついては、従来、総平均法による低価法

によっておりましたが、当事業年度より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５

日公表分）が適用されたことに伴い、総

平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）により算定しております。 

  この変更に伴い、従来の方法によった

場合に比べ当事業年度の営業利益は339百

万円減少しております。また、経常利

益、税引前当期純利益に影響はありませ

ん。 

３．固定資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（付属設備を除く）は定

額法。なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  建物及び構築物 ８～50年 

機械装置 ８年 

  



項目 
前事業年度

（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

  （追加情報） 

 当事業年度より法人税法改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しております。 

 この結果、営業利益は143百万円、経常

利益及び税引前当期純利益はそれぞれ146

百万円減少しております。 

（追加情報） 

  当事業年度より平成20年度の法人税法

の改正による法定耐用年数の変更を契機

として、資産の利用状況等を見直した結

果、一部の資産について耐用年数の変更

を行っております。 

 これにより、当事業年度の営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益は、それ

ぞれ23百万円減少しております。 

 また、当事業年度において、総合研究

所の新設に伴い解体撤去が見込まれる技

術研究所の建物及び構築物の一部につい

ては耐用年数が実態と乖離したため、耐

用年数の短縮を行い、臨時償却費110百万

円を特別損失に計上しております。これ

により、税引前当期純利益は同額減少し

ております。 

  ② 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法。 

② 無形固定資産 

同左 

  ────────────── ③ リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。 

 なお、リース取引開始日が適用初

年度開始前の所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理を適用しておりま

す。 

４．引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

売上債権及び貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えて、翌事

業年度支給見込額のうち、当事業年

度負担額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 



項目 
前事業年度

（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

  ③ 役員賞与引当金 

取締役及び監査役に対する賞与の支

給に備えるため、当事業年度末にお

ける年間支給見込額に基づき、当事

業年度において負担すべき額を計上

しております。 

③ 役員賞与引当金 

同左 

  ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

なお、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により、翌事業年

度から費用処理しております。 

また、執行役員（取締役である執行

役員を除く）に対する退職慰労金の

支給に備えて、内規に基づく事業年

度末要支給額を計上しております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

取締役及び監査役の退職慰労金の支

給に備えて、内規に基づく事業年度

末要支給額を計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

────────────── 

６．その他財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 



  

財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前事業年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

──────────────  （リース取引に関する会計基準の適用） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益に与える影響はありません。 

表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

────────────── （貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前事業年度において、

「商品」「製品」「原材料」「貯蔵品」として掲記されて

いたものは、当事業年度から「商品及び製品」「原材料及

び貯蔵品」と一括して掲記しております。なお、当事業年

度に含まれる「商品」「製品」「原材料」「貯蔵品」は、

それぞれ373百万円、4,794百万円、3,180百万円、220百万

円であります。 

────────────── （損益計算書） 

「為替差損」は、前事業年度まで営業外費用の「その他」

に含めて表示しておりましたが、営業外費用の総額の100

分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度における「為替差損」の金額は50百万

円であります。 

「設備賃貸費用」は、前事業年度まで営業外費用の「その

他」に含めて表示しておりましたが、営業外費用の総額の

100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度における「設備賃貸費用」の金額は45

百万円であります。 



  

  

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成20年９月30日） 

当事業年度 
（平成21年９月30日） 

１. 受取手形割引高 百万円126 １. 受取手形割引高 百万円128

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

────────────── ※１. 製品他勘定受入高 

  営業外費用 (廃棄費用) 百万円3

※２. 製品他勘定振替高 ※２. 製品他勘定振替高 

販売費及び一般管理費 (その他)   百万円21

営業外費用 (廃棄損)    282

製造経費 (その他)  70

計   百万円374

販売費及び一般管理費 (その他) 百万円28

製造経費 (その他)  89

計   百万円118

※３. 商品他勘定振替高 ※３. 商品他勘定振替高 

販売費及び一般管理費 (その他) 百万円1

営業外費用 (廃棄損)    40

計      百万円41

販売費及び一般管理費 (その他) 百万円5

※４. 低価法による製品評価損 ────────────── 

  百万円157   

※５. 低価法による商品評価損 ────────────── 

  百万円3   

※６. 研究開発費の総額 ※６. 研究開発費の総額 

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

         百万円3,122

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

  百万円2,990

※７. 関係会社との取引 ※７. 関係会社との取引 

営業外収益   

受取配当金 百万円426

営業外収益   

受取利息 百万円70

※８. 固定資産売却損の内訳 ※８. 固定資産売却損の内訳 

工具器具備品 百万円0 機械装置 百万円0

車両運搬具  0

工具器具備品    1

計 百万円2

※９. 固定資産廃棄損の内訳 ※９. 固定資産廃棄損の内訳 

建物 百万円87

構築物    1

機械装置  44

車両運搬具   0

工具器具備品   10

計 百万円145

建物 百万円39

構築物  0

機械装置  52

車両運搬具  0

工具器具備品    3

計 百万円96

────────────── ※10. 固定資産臨時償却費の内訳 

  建物 百万円106

構築物  3

計 百万円110



前事業年度 （自平成19年10月1日 至平成20年9月30日)    

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であり、自己株式の数の減少は、単元未満株式の買

増し請求による売渡しによるものであります。 

当事業年度 （自平成20年10月1日 至平成21年9月30日)    

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であり、自己株式の数の減少は、単元未満株式の買

増し請求による売渡しによるものであります。 

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 11千株 2千株 0千株     13千株

株式の種類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 13千株 1千株 0千株     14千株



  

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

２．未経過リース料期末残高相当額 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。 

  
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

工具器具備品  769  442  326

合計  769  442  326

１年内 百万円132

１年超  193

合計 百万円326

支払リース料 百万円159

減価償却費相当額 百万円159

１.ファイナンス・リース取引（借主側） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 ① リース資産の内容 

 主として研究分析機器（工具器具備品）でありま

す。  

 ② リース資産の減価償却の方法 

 重要な会計方針「３.固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。   

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年９月30日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっており、その内容は次のとおりであります。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

期末残高相
当額 
(百万円) 

工具器具備品  607  409  197

合計  607  409  197

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 百万円99

１年超  98

合計 百万円197

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 百万円135

減価償却費相当額 百万円135

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。 



 前事業年度（自平成19年10月１日 至平成20年９月30日）及び当事業年度（自平成20年10月１日 至平成21年９

月30日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

（有価証券関係）

（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産   

退職給付引当金 百万円2,364

役員退職慰労引当金  631

賞与引当金  387

棚卸資産評価損  130

試験研究費棚卸資産負担額  80

その他  299

繰延税金資産小計  3,894

評価性引当額  △4

繰延税金資産合計  3,890

繰延税金負債との相殺  △2,680

繰延税金資産の純額 百万円1,209

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 百万円△2,392

圧縮記帳積立金  △232

前払費用認容額  △53

その他  △2

繰延税金負債合計  △2,680

繰延税金資産との相殺  2,680

繰延税金負債の純額 百万円－

繰延税金資産   

退職給付引当金 百万円2,369

役員退職慰労引当金  394

賞与引当金  384

為替差損  83

投資有価証券評価損  77

試験研究費棚卸資産負担額  73

その他  272

繰延税金資産小計  3,654

評価性引当額  △146

繰延税金資産合計  3,507

繰延税金負債との相殺  △1,982

繰延税金資産の純額 百万円1,524

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 百万円△1,695

圧縮記帳積立金  △231

前払費用認容額  △52

その他  △3

繰延税金負債合計  △1,982

繰延税金資産との相殺  1,982

繰延税金負債の純額 百万円－

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 ％40.5

（調整）   

交際費等永久に損金不算入項目  2.6

試験研究費等税額控除  △10.0

その他  △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％32.9

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 ％40.5

（調整）   

評価性引当額  7.2

交際費等永久に損金不算入項目  3.5

受取配当金等永久に益金不算入項目  △2.1

試験研究費等税額控除  △5.3

その他  0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％44.7



 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,381 49

１株当たり当期純利益 円 銭53 59

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 円 銭51 16

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 円05銭1,353

１株当たり当期純利益 円 銭25 49

  
前事業年度

(自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円）  2,256  1,088

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  2,256  1,088

期中平均株式数（株）  42,103,026  42,694,018

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（株）  1,995,632  －

（うち新株予約権）  (1,995,632) （－）     

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－  － 



(1）役員の異動 

  該当事項はありません。 

  

(2）その他 

  該当事項はありません。 

  

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成19年10月１日 
至 平成20年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

 当社は、平成20年10月１日をもって当社の連結子会社で

ある長谷川ファインフーズ株式会社を吸収合併いたしまし

た。 

 １．合併の目的 

 長谷川ファインフーズ株式会社は平成11年に設

立され、フルーツ加工品の生産を行ってきました

が、会社設立当時と現在の経営環境をふまえ、更

なる生産性の向上を図るため、当社に吸収合併し

ました。 

 ２．合併の要旨 

 (1)合併期日（効力発生日） 

  平成20年10月１日 

 (2)合併方式 

 当社を存続会社とする吸収合併方式で、長谷川

ファインフーズ株式会社は解散しました。 

 (3)合併比率 

 当社は長谷川ファインフーズ株式会社の全株式

を所有しているので、合併比率の取り決めは無

く、また合併による新株の発行及び資本金の増加

はありません。 

 (4)会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 

平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準

適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引と

して会計処理を適用いたします。 

 (5)財産の引継ぎ 

 合併期日において長谷川ファインフーズ株式会

社の資産、負債及び一切の権利義務を当社に引継

ぎました。 

 (6)長谷川ファインフーズ株式会社の概要 

 ①事業内容 

農畜産物の加工及び販売 

②最近事業年度末（平成20年９月30日現在）の

総資産、純資産の額 

総資産  158百万円 

純資産   69百万円 

③最近事業年度（平成20年９月期）の売上高 

売上高  681百万円 

────────────── 

６．その他




